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はじめに
　日本における保育の評価の在り方が今、大きく変わろうとし
ている。平成29年３月に「幼稚園教育要領」「保育所保育指針」「幼
保連携型認定こども園教育・保育要領」が揃って改訂／改定さ
れ、三者に共通して「育みたい資質・能力」と「幼児期の終わ
りまでに育ってほしい姿」が示された。幼稚園と認定こども園
の要領には、「幼児／園児の理解に基づいた評価」という文言
が入り、その実施について配慮事項が示された。改訂前の両要
領には「指導の過程についての反省や評価を適切に行い、常に
指導計画の改善を図ること」１）という記載しかなかったから、
評価の重みが増したのは明らかである。
　保育の評価をめぐるもう一つの顕著な動きが、評価スケール
の相次ぐ翻訳出版である。2018年に『「体を動かす遊びのため
の環境の質」評価スケール』と『新・保育環境評価スケール３
〈考える力〉』が、2016年には『「保育プロセスの質」評価スケール』
及び『新・保育環境評価スケール〈１〉３歳以上』が刊行され
ている２）。いずれも英米で開発された評定を伴う評価ツールで
あり、その開発と普及にイギリスが果たしてきた役割は大きい。
　本稿では、以上を踏まえて、まず、英米由来の評価スケール
の日本への紹介が進む事情を探る。次にイギリスにおける保育
評価スケール利用と開発の背景を文献及びウェブサイト情報の
検討を通して明らかにする。以上の作業を通して、日本におけ
る保育評価の在り方への示唆を得ることを目的とする。
　なお、本稿では保育を、「学齢未満児の養護（care）と教育
（education）の一体的営み」を指す言葉として使用し、どちら
か一方に言及するときには、ケア、教育と記す。保育の場で行
われる営み全般については「事業」を、保育を提供する者は、
学校、保育施設、家庭的保育の別なく「保育者」と表現する。
イギリスは主にイングランドを指すものとする。
Ⅰ．日本における保育の評価
　評価とは、価値づけの行為である。保育の評価は、人生の最
要旨
　日本における保育の評価の在り方が岐路にある。幼稚園教育要領に「幼児の理解に基づいた評価」が掲げられ、
英米由来の評価スケールの日本への紹介が進む。イギリスは、保育の評価スケールの開発と利用が盛んだが、労働
党政府（1997 ～ 2010）の保育拡充以前は、評価の対象となる保育事業そのものの量的不足と偏在が著しかった。
本稿では日本における評価スケールへの関心の増大とイギリスにおける評価スケール活用と開発の背景を述べた。
キーワード
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Abstract
　The assessment of early childhood care and education (ECCE) in Japan is at cross-road. The current curriculum 
guidelines revised in 2017 lay more weight on assessment. This paper outlines Japanese legislation on ECCE 
assessment, then reviews the documents and research papers on ECCE policies in England to investigate the path 
to the rating-scale assisted assessments and its impacts. The market-based delivery system in England, once most 
effective for the rapid expansion of ECCE, made such assessment tools essential. It also examined why the ECCE 
providers were willingly applied the rating-scales.
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初期を生きる子どもに対する社会的な働きかけに対して行うも
のだけに、その在り方が及ぼす影響ははかり知れない。保育の
評価は誰が（実施主体）、何について（対象）、何のために（目
的）、どのように（方法）行うべきなのか。
　評価スケールの紹介が進む事情を理解するために、最初に幼
稚園、保育所における保育の評価に係わる法令規定を確認し、
次に評価の実施と評価方法の課題を明らかにする。煩雑さを避
けるために認定こども園は検討対象から外し、保育所について
は主に3歳以上の教育に関する内容についてみていく。
１．保育の評価に係わる規定
　保育の評価は、実施主体によって自己評価、関係者評価、第
三者評価に分けることができる３）。また評価に係わる法令上の
規定は、保育事業に係わる規定と在籍児に関する事項がある。
ここでは前者を「事業評価」、後者を「学習評価」と呼ぶ。
（１）幼稚園
【事業評価（学校評価）】　幼稚園は「学校教育法」第42条の規
定により、「教育活動その他の学校運営の状況について評価
を行い…中略…その教育水準の向上に努めなければならない」。
また、「学校教育法施行規則」第66条～68条により、自己評価
の実施と公表が義務づけられている。学校関係者評価の実施は
努力義務で、実施した評価の結果は設置者に報告しなければな
らない。第三者評価の実施義務、努力義務はない。平成29年改
訂の幼稚園教育要領（以下、教育要領と略す）は、学校評価に
関して新たに項を立て、次のように述べている。
　「各幼稚園が行う学校評価については、教育課程の編成、
実施、改善が教育活動や幼稚園運営の中核となることを踏ま
え、カリキュラム・マネジメントと関連付けながら実施する
よう留意するものとする。」（第１章_第４_ ６幼稚園運営上
の留意事項）
【学習評価】　「学校教育法施行規則」（第24条）は、在籍する児
童等の指導要録（児童等の学習及び健康の状況を記録した書類
の原本）の作成を校長の業務と定めている。したがって幼稚園
長には、「幼稚園幼児指導要録」（以下、指導要録と記す）の作
成が義務づけられている。その作成過程には、幼児の学習の状
況についての何らかの評価が伴う。
　平成29年改訂の教育要領は、新たに幼稚園教育において育み
たい３つの資質・能力と幼児期の終わりまでに育ってほしい10
の姿（資質・能力が育まれた幼児の、幼稚園修了時の具体的な
姿）を示した。評価については、従前の「指導の過程について
の反省や評価」に加えて、教育課程の実施状況、幼児一人一人
の評価に、以下のように述べている。
　「各幼稚園においては、６に示す全体的な計画にも留意し
ながら、『幼児期の終わりまでに育ってほしい姿』を踏まえ
教育課程を編成すること、教育課程の実施状況を評価してそ
の改善を図っていくこと」（第１章_第３_１教育課程の役割）
　「幼児一人一人の発達の理解に基づいた評価の実施に当
たっては、次の事項に配慮するものとする。
　（1）指導の過程を振り返りながら幼児の理解を進め、幼児
一人一人のよさや可能性などを把握し、指導の改善に生かす
ようにすること。その際、他の幼児との比較や一定の基準に
対する達成度についての評定によって捉えるものではないこ
とに留意すること。
　（2）評価の妥当性や信頼性が高められるよう創意工夫を行
い、組織的かつ計画的な取組を推進するとともに、次年度又
は小学校等にその内容が適切に引き継がれるようにするこ
と。」（第１章_第４_４幼児理解に基づいた評価の実施）
（２）保育所
【事業評価】保育所は児童福祉施設であるが「社会福祉法」に
位置づく第二種社会福祉事業でもある。そこで以下の規定によ
り、自己評価等が努力義務となっている。
　「提供する福祉サービスの質の評価を行うことその他の措
置を講ずることにより、常に福祉サービスを受ける者の立場
に立って良質かつ適切な福祉サービスを提供するよう努めな
ければならない。」（社会福祉法第78条、平成12年新設）
　保育所はまた、「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」
第36条の規定により、第三者評価の受審と結果の公表が努力義
務となっている。さらに「保育所保育指針」（以下、保育指針
と略す）は、平成20年版、29年版で、「保育の内容等の評価に
関し、保護者及び地域住民等の意見を聴くことが望ましい」と
している。
【学習評価】　保育指針は平成20年の改定で、小学校との連携を
記載した。それにより、保育所における「保育所児童保育要録」
（以下、保育要録と表記）の作成が義務付けられた。同年の改
定はまた、「保育の計画及び評価」の章を新設して、保育士等
と保育所に自己評価を求めた。
「（ア）保育士等は、保育の計画や保育の記録を通して、自ら
の保育実践を振り返り、自己評価することを通して、その専
門性の向上や保育実践の改善に努めなければならない。
 （イ）保育士等による自己評価に当たっては、子どもの活動
内容やその結果だけでなく、子どもの心の育ちや意欲、取り
組む過程などにも十分配慮するよう留意すること。」（平成20
年版第４章、平成29年改定で「第１章_３_（4）保育内容等
の評価」に移行）
　平成29年の改定では、上記の規定を引き継ぎ、さらに「幼児
教育を行う施設として共有すべき事項」を以下のように示して、
教育要領との整合性を図っている。
　「第１章の４の⑵に示す『幼児期の終わりまでに育ってほ
しい姿』が、ねらい及び内容に基づく活動全体を通して資質・
能力が育まれている子どもの小学校就学時の具体的な姿であ
ることを踏まえ、指導を行う際には適宜考慮すること。」（第
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２章_３_（3）保育の実施に関わる配慮事項）
　「保育の計画に基づく保育、保育の内容の評価及びこれに
基づく改善という一連の取組により、保育の質の向上が図ら
れるよう、全職員が共通理解をもって取り組むこと」（第２
章_３_（5）評価を踏まえた計画の改善）
２．学習評価の実施
　では、保育における評価は、これまで何を具体的な手掛かり
として行われてきたのか。
　幼稚園における評価の実施に大きな影響を及ぼしていると目
されるのが、文部省、文部科学省が幼稚園教育要領改訂に伴っ
て公表してきた『幼稚園教育指導書』と『幼稚園教育要領解
説』である。保育所では『保育所保育指針解説（書）』になるが、
最初の公表が平成20年と遅い。第三者評価には厚労省通知の評
価基準ガイドラインがあるものの、平成28年度受審率（平成
30年全国社会福祉協議会調査）は、保育所およそ23,000施設の
5.83％、平成13年の評価事業開始からの累積でも11,000件に過
ぎない。どちらも歴史的経緯を探るには適さない。そこで、以
下は幼稚園に絞ってみていく。
（１）『幼稚園教育指導書』
　幼稚園教育指導書（昭和43年発行）は、評価について次のよ
うに述べる。
「一般に反省、評価は、指導と幼児の経験や活動の結果とが
対象となる。・・・幼児の心身の発達の評価は、指導しなが
ら主として観察法によって行なわれることが多いので、やや
もすれば客観性を失いがちである。また、指導についても、
教師自身が評価するので主観に流れやすい傾向が多い。・・・
指導と幼児の経験や活動の結果とは、ともに密接な関連を
もっている。したがって、指導の過程や成果を反省、評価す
ればおのずから幼児の経験や活動について反省、評価したこ
とになると言える。また、この結果は幼稚園幼児指導要録の
資料ともなる。」４）
　ここに明らかなのは、①評価方法としての教師の省察と参加
観察法の現状認識、②省察と参加観察法の客観性に対する疑義、
③教師の指導と幼児の発達を相即不離とみる評価観、④評価の
最終報告としての指導要録の性格である。
　幼児指導要録の作成と小学校への送付については、昭和26
（1951）年に、記載内容と様式とともに通達されている。当初
より指導要録の内容と様式は設置者が定めるものとされ、通達
の様式は参考例５）なのであるが、実際には、ほとんどの園が
通知された様式に則って作成してきたと考えられる。つまり指
導要録の記入は、全ての園で共通して行われてきた評価行為な
のであり、その様式が、保育の評価の在り方や、保育事業者の
評価観に大きく影響していたことは否めないであろう。
（２）幼稚園幼児指導要録の様式６）
　指導要録の様式の変遷をたどると、平成元年の改訂で、評価
方法が到達度評定から叙述へと転換したことが分かる。
　図表１は、昭和26（1951）年の指導要録の様式の一部を２か
所から抜き出して、合成した表である。すでに幼稚園、保育所
及び家庭における保育の手引きとして『保育要領』（昭和23年）
が公表されていた。
　指導要録の教育に関する記録欄には、「身体状況（4）、健康
の習慣（6）、しごとの習慣（6）、社会生活（9）、自然（3）、言
語（6）、音楽・リズム（4）、絵画・製作（4）」（カッコ内は評
価項目数）の順に８区分、合計42項目が設定され、区分ごとに
項目の追加欄がある。各年度の欄は、各項目について「たいて
い、ときどき、まれに」と、３段階で評定するように目盛りが
刻まれている。通達の「記入の仕方」の説明には、「評価の観
点は、幼児がそのよりよい成長発達を遂げるために、必要であ
りかつ望ましい状態や態度や能力を示した機会の多寡にこれを
置いた」と述べて、評定の基準が「頻度」であることを明らか
にしている。自由記述欄は、年度ごとの「全体としての指導の
経過」を記入するよう、小さく設けてあるだけである。
　図表２は、昭和39年の改訂を踏まえて40年に通達された様式
の一部である。平成元年まで使用された。様式は昭和26年のも
のと似ており、やはり評定欄が設けられていた。指導の記録欄
は大きく３分割され、左の列には６領域各３、４項目のねらい
が示され、その右列にねらいごとに達成度を「指導のねらいを
達成している、おおむね達成している、ねらいからみて特に指
導を要する」の３段階で評定する形になっている。文章で記す
スペースは大きくなって、右列の３分の１が、年度ごとの当該
幼児の「指導上参考になる事項」の記入欄となっている。
　平成２年通知の指導要録は図表３にみるように、達成度の評
定欄がない。平成元年の全面改訂で新たに導入された５つの領
域名も記載されていない。「心身の健康」「人とのかかわり」の
ように発達の５つの側面と各３項目のねらいが示されており、
それぞれの状況を、年度ごとに評価する欄が設けられている。
著しい発達がみられた項目に○をつけることとされているので、
個々の幼児において当該年度内に最も伸びたところを認めると
図表１
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いう、個人内評価といえようか。
　平成12年通知の様式は、平成２年の様式を踏襲しつつ、５つ
の領域名のもとに３項目のねらいを配し、４年間にわたって記
録することができる様式となっている。また、学年全体と個人
に分けて「指導の重点」を記載し、「指導上参考になる事項」
を記入する形式になっている。
　平成21年通知版（図表４）には、５領域各３項目のねらいだ
けが示され、それぞれについての発達の状況の評価欄はない。
　平成30年通知の指導要録は、図表５のように従前の様式を基
本に、最終学年の指導に関する記録の様式が別途新設されて、
5領域のねらいが左に、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」
10項目が右に配置されている。
３．保育の評価に係わる課題
　以上から、日本における評価は、以下の課題があるといえる。
　第一に、評価の目的は、保育の水準や質の向上とされている
が、めざすべき水準や質については明確に示されていない。水
準や質をどのようなものと考え、向上をどう測るのか、評価の
基準の明確化が課題となる。
　第二に、義務付けられた評価の主体は、当事者だけだという
こと。自己評価は客観性が確保しづらく、評価の目的が達せら
れたか否かの判断が難しい。国や自治体の評価制度の在り方が
問われる。
　第三に、評価の対象は、保育内容と指導計画、指導の過程、
及び子どもの発達となっているが、従前の幼稚園教育要領には
幼児の発達の評価を求める表現は見当たらない。したがって平
成29年版における「幼児一人一人の発達の理解に基づいた評価」
は、発達評価の登場であり、その意味するところの歴史的、社
会的検討が必要とされる。
　第四は、幼児一人一人の評価の方法についてである。平成29
年版幼稚園教育要領によれば、次のようでなければならない。
「他の幼児との比較」でも「一定の基準に対する達成度につい
ての評定」でもない。かつ妥当性と信頼性が高く、評価者実施
者以外のものに容易に引き継げるものでなければならない。そ
のような評価方法の開発が待たれている。
　保育の評価の実施にあたっては、幼児指導要録の「指導の記
録」の様式が、全国の幼稚園に共通の手掛かりであったと目さ
れる。その様式の求めるところは、「状況の記録」に始まり、「ね
らいの達成度の評価」、「個人内評価」へと移り変わってきてい
る。平成30年の最終学年の記録の様式は、幼稚園における指導
の結果、ねらいが一人一人の幼児にどのように結実したのかを、
10の姿に照らして評価し文章で記載する形になっている。さま
ざまな記録を駆使して記すことが求められているが、信頼性、
妥当性をどのように高めるかが課題となっている。
Ⅱ．イギリスにおける保育の評価
　今日のイギリスは、保育の評価スケールの利用と開発が盛ん
な国の一つである。しかし、労働党政府（1997～2010）が保育
図表２
図表３
図表４
図表５
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拡充策を推進する以前は、評価の対象となる保育事業そのもの
がほとんど存在しない、もしくは把握されていない地域が、全
国各地に広がっていた。イギリスにおける保育評価スケールの
開発と利用の歴史的経緯と要因を探る。
　イギリスの義務就学開始は、法令上は満５歳を過ぎた「規定
日」（prescribedday９月、１月）であるが、４歳のうちに「準
備（reception）」学級に入学するのが一般的である。また、富
裕層と庶民層（下層中流階級、労働者階級）とでは、保育事情
が大きく異なる。保育の制度や政策はもっぱら庶民層に係るも
のなので、本稿では庶民層の保育事情に限っておく。
１．労働党政府（1997～2010）による保育改革７）
（１）改革以前の保育状況
　労働党政府による改革以前のイギリスの保育には、日本の幼
保二元に似た「教育」と「ケア」の別があった。両者を隔てる
溝は、根拠法、中央の所管庁、地方行政の担当部局、保育の場、
従事者の職業資格を貫き、保育内容にまで至っていた。
　ケアは家族（母親）の責任とされたから、他者に託すのであ
れば、全額自己負担であった。国のケア基準は2001年に至るま
で存在せず、地方自治体に任された規制と監督は水準がまちま
ちなうえに不徹底だったから、安全・安心にはほど遠かった。
図表６にみるように、自治体立施設の利用は、危機的状況下の
子どもに限られ、1970年代後半から90年代半ばに至るまで利用
率が当該年齢児の１％を上回ることはほとんどなかった。
　教育に関しては、19世紀末にかけて整備された無償の小学
校（elementaryschool）が大きな役割を果たしてきた。就学
年齢が5歳と早いうえに、学齢未満児の入学が拒否されなかっ
たからである。学齢未満児にふさわしい環境を備えた保育学校
（nurseryschool）や小学校付設の保育学級（nurseryclass）
も設置されたが、普及は遅々として進まなかった。専門性を養っ
た教師の指導する少人数学級の設置維持は、自治体負担が重く、
在籍率は、戦後の最盛期にあっても30％以下であった。保育学
校（学級）の保育時間は草創期こそ長かったが、1960年代あた
りから半日（2.5～３時間）制となり、１日２回の入れ替え制
が基本となった。地域による偏りは、図表７にみるように著し
く、保育定員の不足は、教育要求の高まりや母親の家庭外就労
の増加によって大きくなる一方だった。不足を補ったのは、図
表６のとおり、小学校の早期受け入れと、ケア行政下に置かれ
たプレイグループ（親の自主組織）やチャイルドマインダ （ー家
庭的保育者）、民間保育所などであった。
（２）労働党政府の保育拡充策
　労働党政府が発足した当時、イギリスにおける子どもの貧困
率（等価世帯所得の中央値の60%未満の世帯所得）は年々高ま
り続けており、先進国の中では最悪の部類であった。
　労働党の保育拡充策の眼目は、まずは低所得層の脱貧困、脱
福祉依存に置かれた。共働きを可能にすることで世帯収入を上
げられるように、ケア利用の促進策が採られた。いま一つは、
高い就労力を備えた人材の育成である。機会に恵まれない学齢
未満児に質の高い教育を提供することで、学校への準備を整え
させることが目指された。全ての３、４歳児を対象とする半日
制幼児教育の無償提供が開始され、やがては低所得層の２歳児
へと拡大された。
　政府は、1998年の政策文書でケアを教育行政のもとに置き、
「2006年チャイルドケア法」で法制上もケアと教育を一体化さ
せた。同法は第１条で学齢未満児の安寧（wellbeing）増進と
格差縮小の責任を地方当局に負わせ、第２条で教育をその範疇
に含めた。
　保育を脱貧困の動輪とするためには、保護者の費用負担を軽
減するとともに、いつでもどこでも保育が受けられる状況を作
り出す必要がある。
　労働党政府は、保育定員の量的拡大と地理的偏在の解消を、
公費維持施設の増設によって実現するのではなく、保育市場を
整備して民間事業（営利・非営利）を活性化し、そこで需要が
満たされるように誘導した。既存の資源の有効活用と新規事業
の振興をはかりながら、いつでも必要量が調達できるように保
育市場を整備したのである。民間事業の活用に伴う説明責任
（アカウンタビリティー）は、政府が負った。責任を果たすには、
市場に流通する保育の品質を保証しなければならない。政府は、
保育事業の統一監査制度を敷き、監査の実施に必要とされる評
価基準の整備を急いだ。
図表６
図表７
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２．保育の質保証と評価
（１）国基準の整備
　保育市場が整備拡大されるにしたがって、保育は市場で売買
される「サービス」と認知されるようになる。親はその消費者
として事業者を選ぶ。政府の役割は、親の選択行動が適切かつ
円滑に行われるように、保育サービスの質を可視化し、比較可
能な形で提示することになる。
　2000年、労働党政府は３歳以上の学齢未満児を対象とする「基
礎段階指針」を刊行し、2002年にこれを法定カリキュラム「基
礎段階」とした。同年には、3歳未満児保育の手引き「大切な
０－３歳」も策定した。ケアに関する最初の法定基準は、2001
年の「８歳未満のデイケアとチャイルドマインディングに関
する全国基準」である。2007年には、このケア基準と2002年
の「基礎段階」「大切な０－３歳」を統合した国基準「乳幼児
基礎段階の法定枠組み」（StatutoryFrameworkfortheEarly
YearsFoundationStage，以下EYFS）を示し、2008年に施行
した。教育にもケアにも国基準が存在しない状態から、誕生か
ら義務教育の始期に達するまでを包括的に扱う法定基準の施行
まで、わずか10年足らずの速さであった。
　EYFSは、「学習と発達に関する基準」と「福祉に関する基準」
からなる。2007年版の学習と発達に関する基準においては、69
項の早期学習目標（EarlyLearningGoals）が６つの領域にわ
たって示された。「個人的・社会的・情緒的発達」「意思疎通・
言語・識字」「問題解決・推論・数」「世界に関する知識と理解」
「身体的発達」「創造的な発達」の６領域である。
　EYFSは政権交代後の2012年に全面改訂され、学習と発達（教
育）に関する領域区分は６領域から７領域へと変更され、主要
領域と特定領域の２段構造となった。「コミュニケーションと
言葉」「身体的発達」「人間的、社会的、情緒的発達」の主要
３領域と、「読み書き」「数学」「世界の理解」「表現芸術とデザ
イン」からなる特定４領域である。その後2014年と2017年の一
部改訂を経て今日に至っている８）。
（２）統一監査組織による事業評価
　2001年、政府は全ての保育事業者の監督権を、地方自治体か
ら国の学校監査機関である「教育水準局」（OfficeforStandard
inEducation、以下Ofsted）に移した。以後、学齢未満児を在
籍させる全ての学校及び保育事業者は、同一基準・同一プロセ
ス（認可登録・査察・評定・結果の公表）で規制・評価される
ことになった。登録に際しては、徹底的な従事者適格性審査が
行われ、登録後は最低３年（現行４年）に一度の査察が実施さ
れた。
　査察は「子どもの学習成果」「指導（教育）の質」「子どもの
安全と行動」「校長／施設長の指導力と管理力」の４つの観点
から実施され、結果は「優良」「良」「可」「不適当」の4段階（2013
年より「優良」「良」「要改善」「不適当」）で評定された。再査
察の宣告を受け、そこで改善が認められなければ登録抹消であ
る。保育事業者の査察結果は、Ofstedのウェブサイトに公開さ
れ、親はわが子を託す先の選択を、豊富な情報を手掛かりに行
えるようになった。事業者は、改善・向上への強いプレッシャー
を受けることになり、Ofstedによる評価は今日まで順調な向上
をみせている。
（３）学習評価の実施
　労働党政府は、保育拡充にあたって、理念と数値目標を政
策文書で示しながら、大規模な公費投入を行った。根拠に基
づくことを重視したから、実態把握と効果の検証を徹底した。
EYFSの導入にあたっても同様で、EYFSに評価に係わる規定
を盛り込み、一人一人の子どもの修了時評価の実施と自治体へ
の提出を義務付けた。修了時評価はEYFSプロフィールと呼ば
れ、提出された評価は、自治体の手で妥当性・信頼性が審査され、
適正化がはかられたうえで、中央の教育担当省に送付される。
　EYFS2007年版は、先に述べたように69項の到達目標を６領
域にわたって示したが、評価については、2002年の「基礎段階」
と同一の評価尺度（scales）を用いて行う評定を求めた。９点
（points）を上限とする13の尺度で、評点ごとの姿を合計117例
（13×９）示して教師に判断を求めた。評点１～３は「途上」の姿、
４～８は「到達」した姿で、９は前出の姿が全て認められ、そ
れを超えた子どもの姿とされた。判断の根拠として、そのよう
な姿が認められた事実（記録）を示す必要があり、保護者や子
ども自身の声も重要な判断材料とされた９）。
　現行のEYFSプロフィールは、個々の子どもの学習の成果を
以下の17項の到達目標（大カッコ内は領域）に照らして、３段
階（emerging：未達成、expected：達成、exceeding：到達以
上）で評定した一覧と、その根拠を示す形になっている。判断
の根拠には「学習の軌跡」（learningjourney）と呼ばれるポー
トフォリオ形式の記録が含まれることが推奨されている。
【コミュニケーションと言葉】1．傾聴と関与／2．理解／3．
発話　【身体的発達】 4．動作と操作／5．健康と身辺自立　【人
間的、社会的、情緒的発達】6．自信と自己認識／7．感情と
行動の抑制／8．関係構築　【読み書き】9．読み方／10．書
き方　【数学】11．数／12．形・空間・測量　【世界の理解】
13．人と近隣社会／14．世界／15．技術　【表現芸術とデザ
イン】16．探究・メディアと素材の利用／17．創造性
３．評価スケールに親和的な土壌
　イギリスにおいて評価スケールの利用や開発が盛んな理由に
ついて、政府が公表した保育政策文書類や先行研究からは、三
つの要因がみえてくる。第一は、労働党政府の説明責任の強調
とエビデンス重視、第二が保育事業者による自己評価の一般化
である。要因の第三は、評価スケールに親和的な土壌、すなわ
ち受け入れに抵抗のない保育者の存在である。
　第一の要因については、2003年の「基礎段階」プロフィール
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を踏襲した2007年版EYFS、及び1997～2004年の政府委託研究
「効果的な就学前教育調査」（EffectiveProvisionofPre-School
Education、以下EPPEと略す）が有力な証となる。EPPEは、
多様な保育環境のもとで育つ３歳児3,000人を追った縦断的調
査で、７歳時点におけるプラス効果を証明した。それによって、
労働党の保育拡充政策に確固たる根拠を与えただけでなく、国
際社会にあっても、質の高い保育の重要性と効果を実証した研
究として高く評価された。
　EPPEの研究チームは、埋橋が紹介10）しているように、効
果の測定にECERSの名で知られるアメリカ由来の保育環境ス
ケールを重用した。国情の違いで不足のある項目は、独自の拡
大版ECERS=Eを作成して対応した。さらにECERSではとら
え切れない質を評価するための評価スケールSS，TEWを開発し
ている。いずれも図表８のように複数の尺度（scale）からなり、
尺度ごとに細かな指標を設けて評定値を出す形になっている。
　第二の要因と目される自己評価は、保育事業の統一監査機関
Ofstedが推し進めた。Ofstedは、EYFSの導入後まもなく、各
事業所に対して査察に先立って自己評価を行い、提出するこ
とを推奨するようになった。この事実とEPPE調査の評判が、
ECERSの普及に貢献した可能性が高い。自己評価の様式と手
引きも発表していたが、2018年を以て自己評価は廃止された。
　第三の要因は、1990年代の国家職業資格（NVQs）「保育資格」
の導入10）と関係している。この資格は、職務遂行能力の発揮
によって、また、その職務遂行能力を最小単位に分析して単位
化した点に大きな特徴があった。無資格者が、保育現場で働き
ながら単位を集積して、資格を取得することができた点で画期
的であった。
　職務遂行能力は、ひとまとまりの「ユニット」（Unit ／評価
単位）群として示され、個々のユニットはアルファベットと
数字の組合せで表示された。「保育資格」はＣ、Ｅ、Ｍ、Ｐの
４系列のユニット数個からなり、Ｃは子ども（children）、Ｅ
は環境（environment）、Ｐは両親（parents）、Ｍは経営管理
（management）の頭文字を表す。このことからユニットとい
うのは、特定職種の職業人の職務遂行能力を細分化したもので
あり、各ユニットの細目は、いわば「職業人の部品」のような
ものと理解することができる。完成体を得たければ、規定の部
品を集積すればよい。以下は保育職の標準的な資格（レベル３）
のコア・ユニット群（８つのＣ、２つのＥ、１つのＰからなる）
である。うちC11の細目を示したのが、図表９である。
　C2 子どもの身体的ニーズのケア
　C3 幼児の身体的発達の援助
　C5 子どもの社会的・情緒的発達の援助
　C7 子どもが落ち着きある行動をとるための配慮
　C10 子どもの感覚的・知的発達の援助
　C11 子どもの言葉・コミュニケーション技能の発達援助
　C15 児童虐待防止への寄与
　C16 子どもの行動発達状況の観察と評価
　E1 子どもの視点に立った環境の維持
　E2 子どもの安全確保
　P1 幼児の両親との良好な関係の確立と維持
　これを全て揃えて特化ユニット群と合わせれば、一般保育施
設、家庭的保育、乳児保育、特別支援などで働くうえで十分な
資質を備えた資格となる。ユニットの取得認証は、資格付与団
体が行う実地調査や提出物の点検を通じて行われた。
　NVQs保育資格は、民間資格付与団体によってさまざまな水
準・内容で開発・授与されたため、図表10にみるように、2010
年代には200を超える種類の資格が流通していた。1990年代の
制度導入以降、NVQs保育職が廃止される2010年代に至る期間
に保育資格を取得した者は、職業遂行能力の分析的な捉え方に
どっぷりと浸っていたのである。これが、保育界全体に、評価
スケール利用に親和的な土壌を生み出していたことは想像に難
くない。
図表８
図表９
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おわりに
　評価は価値づけの行為である。それゆえに評価ツールがいか
に組み立てられようとも、評価者の間にそれを受け入れ利用す
る土壌がなければなかなか広まらない。イギリスにおける評価
スケールの利用拡大と開発には、イギリスの保育者たちが職業
訓練課程を通じて、能力を細分化して評価する方式になじんで
いたからと考えられる。
　評価スケールを用いた保育の評価は、使用スケールが測定対
象とした事項については、結果を数値として得ることができ
る。それだけに集計分析のためのデータ集めや、数字の一人歩
きが起こりやすい。イギリスでは、評価を上げるための指導に
注力したり、子どもとのかかわりに振り向けるべき保育者の時
間が、評価のためのデータ収集に費やされるという問題が起き、
Ofstedは今、現場の負担の軽い新たな監査の在り方を模索して
いる11）。
　日本の保育における評価も、そうしたイギリスの経験に学び
ながら、数値を追い求めない在り方を考える必要があろう。
注
１）文部科学省「幼稚園教育要領」第3章第1-2-（2）、平成20年３月31日告示。
内閣府「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」第３章第１、平成
26年４月30日告示。厳密にいえば、後者にはもう一か所、「食育の推進」
に係って、評価が入っている。
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andCurriculumAuthority;EarlyYearsFoundationStageProfile
Handbook）では、評価項目がEYFSに示された69項の早期学習目標
とはなっていない。それはEYFSの評価規定が、2003年の「基礎段
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